
被害者及び行為者を発生させないための

施策並びに被害者を支援するための施策

を実施します。

自らが行為者となることがないよう、

インターネットリテラシーの向上に

努めるとともに、被害者が置かれてい

る状況及び被害者の支援の必要性につ

いて理解を深めるよう努めます。

議会及び議員は、本条例の

趣旨を理解し、市民の範と

なる行動に努めます。

 

 
 
 

 
令和３年４月施行 

インターネットの普及により、コミュニケーションや情報収集が身近で簡単になり、私たちの暮らしはとても便利になりました。 
  一方、匿名性や情報発信の容易さから、ＳＮＳを使ったインターネット上における誹謗（ひぼう）中傷やプライバシーの侵害、

いじめの温床となるなど、人権に関わるさまざまな問題が発生し、深刻な社会問題となっています。 
このような現状を受け、市民一人ひとりの表現の自由に配慮しつつ、インターネット上の誹謗中傷等の被害者にも行為者（被害者 

を発生させたもの）にもならずに、安全・安心にインターネットの恩恵を享受できるような社会の実現に向けて、基本的な施策等の

規定を定めたこの条例が、議員提案として制定されました。 
 

 

「大東市インターネット上の誹謗中傷等の防止及び被害者支援に関する条例」の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

目 的 
インターネット上の誹謗中傷等の防止及び被害者支援に関して、市の責務並びに市民及び議員

の役割を明らかにするとともに、これらの施策の基本となる事項を定め、これを推進すること 

◎インターネットリテラシーの向上 
市民の年齢、立場等に応じたインターネット

リテラシーを学ぶ機会を提供するため、研修

会、講演会等の開催のほか、教材等の紹介、

情報提供等必要な施策を実施します。 

被害者の不安、被害者に生じた不利益等を解消

し、被害者が抱える心理的負担を軽減するため、

相談支援体制を整備します。 

◎相談支援体制 

① 相談内容に応じた必要な情報の提供・助言 
② 専門的知識を有する者の紹介 など。 

基本的施策 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
相手がどのような人であっても、単に拡散しただけであっても、 
民事上・刑事上の責任を問われる可能性があります。 
たとえ匿名でも、技術的に投稿の発信者は特定できます。 

 
攻撃しているのはごく一部に過ぎませんが、それをわかっていても人は傷つきます。 
ＳＮＳ上で言い争ってしまうと、さらに悪化してしまう可能性もありますので、 
設定を見直す、信頼できる人・窓口に相談する等、冷静に対処しましょう。 
 
電話、メール、各種SNS、Webチャット等を使って、誰にも知られずに相談することができる 
窓口はいろいろあります。1人で抱え込まず、相談してみましょう。 
 

 インターネット上での誹謗中傷に関する相談窓口 


